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研究成果の概要（和文）： 
日本における規制改革の議論は，先行する欧米諸国における経験や研究に依拠する場合が多く，

それらが日本の市場構造にも応用可能であるかどうかについては検討の余地がある。本研究課

題は，これまでほとんど分析されてこなかったガス事業について，その市場構造を表す価格弾

力性について，地域ごとの差異を考慮しながら回帰分析の手法を用いて推定するとともに，同

じエネルギー関連の公益事業である電力事業との比較を行なうことを目的とする。 
 
研究成果の概要（英文）： 
The arguments on the regulatory reform in Japan are usually based on the experience 
or the researches in Western countries.  Although it is unknown whether they are 
applicable to the market structure of Japan, there is almost no research which 
analyzed Japan's gas industry.  Price elasticity is one of the most important 
parameters that characterize the market structure.  This research estimates the gas 
demand price elasticity for each region, and compares the gas industry with the power 
industry which is similar public utilities. 
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１．研究開始当初の背景 
 国際化・グルーバル化の度を増す世界経済
において，日本国内にあっても貿易を通じて
絶えず国際競争にさらされている製造業に
比べて，国内の非製造業の生産性は決して高
いとは言えない。こうした国内非製造業の高
コスト構造が，日本経済の長期低迷の一因に

なったことは疑うべくもなく，これを打破す
べく自由化や規制緩和の流れは国内の様々
な方面に及んでいる。特に，産業基盤として
だけでなく，生活基盤としても重要な電気・
ガスなどの「公益事業」における規制改革は，
日本経済の将来を左右する非常に重要なテ
ーマとなっている。 
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 規制改革を議論する際には，もとより理論
的・定性的な分析は不可欠であるが，実際の
政策決定における具体的な運用方法や自由
化・規制緩和の範囲などを議論するためには，
シミュレーションなどの手法を用いた「定量
的な分析」が重要となる。 
 こうした定量的な分析においては，経済構
造や市場構造を表す「パラメータ」の値が重
要であり，分析結果を大きく左右することが
知られている一方で，パラメータ自体の「妥
当性」については，ほとんど分析されていな
いのが実態である。さらには，業界における
「通説」や分析者の「直感」といった「先験
的な仮定」にもとづく数値が安易に用いられ
ることも少なくない。もちろん，実証研究に
より導き出された数値を援用している場合
もあるが，推定で用いられた産業区分やサン
プル期間が異なれば，それが日本の公益事業
にそのままあてはまるかどうかは定かでは
ない。特に，日本の規制改革の議論は，先行
する欧米諸国における経験，あるいは理論
的・実証的な研究に依拠する場合が多く，そ
れらが日本の経済構造や市場構造にも応用
可能であるかどうかについては検討の余地
がある。 
 さらに，規制改革の議論では日本全体を 1
つの大きな市場として捉えることが多いが，
南北に長い国土をもつ日本では，地域ごと気
候風土や産業構造が大きく異なり，こうした
地域ごとの差異を無視した議論には無理が
あることは言うまでもない。 
 パラメータ自体が現実の日本の市場構造や
地域構造に対して妥当なものかどうかを十
分検討することなく，誤った仮定やパラメー
タをそのままシミュレーション分析などに
使用することは，誤った結果を導き出し，ひ
いては規制改革そのものの方向性を見誤る
ことにもなりかねない危険な行為とも言え
る。 
 
２．研究の目的 
 電力やガスといったエネルギー分野の公益
事業には強い自然独占性があり，複数の企業
での競争状態よりも地域独占の形態で運営
した方が効率的であると伝統的に考えられ
てきた。日本においても政府(あるいは地方自
治体)の直営事業であるか，運営主体が民間企
業であっても政府の厳しい監視下に置かれ，
公益事業者は価格規制や供給義務などと厳
しく行動が制約されるかわりに，手厚い保護
に守られてきた。 
 公益事業は，こうした規制下にあるがゆえ
に，あるいは人間の生活に欠かせないライ
フ・ラインであるがゆえに，需要は価格には
反応しない，すなわち需要の価格弾力性はゼ
ロまたは極めて小さいという「先験的な仮
定」が定着し，市場構造の学術的な分析がほ

とんど行なわれてこなかった。 
 これに対して，今後の規制改革論議がより
現実的で実効的なものになるための「定量的
な分析」における基礎的な統計データとなる 
価格弾力性などの市場構造を表すパラメー
タについて，日本特有の経済構造やその地域
間差異を考慮しながら，計量経済学的な手法
により導出することを試みるものである。 
 
３．研究の方法 
 本研究は，日本の代表的なエネルギー関連
分野の公益事業である電力とガスについて，
その市場構造を表す価格弾力性や代替の弾
力性について，地域ごとの差異を考慮しなが
ら計量経済学的な回帰分析の手法を用いて
推定することであり，推定モデルの構築，統
計データの収集・加工，推定方法の検討，推
定結果の妥当性に関する検証を行った。 
 まず，電力事業については，沖縄を除く 
北海道，東北，東京，中部，北陸，関西，中
国，四国，九州の 9つの電力会社(一般電気
事業者)の供給地域をそのまま地域区分に用
いた。そして，電力需要量を指数化したもの
を従属変数とし，電力の平均価格指数，地域
内総生産や気候条件により冷暖房機器の利
用度合いが変化した時の影響を表す冷房度
日や暖房度日などを説明変数とした電力需
要関数の推定を行った。その際に，電力需要
の動学的調整メカニズムを表現するためコ
イック・ラグ・モデルを採用し，短期と長期
の価格弾力性を導出した。 
 一方，ガス事業の場合は事業者数が非常に
多く，その規模も大きく異なる。比較的規模
の大きい一般ガス事業者だけでも 200社近く
存在し，簡易ガス事業は約 1700社，LPG事業
者は約 26000社も存在する。その供給地域も
複雑かつ細分化されており，そのまま分析す
ることは困難であるだけでなく，電力とガス
との比較という観点からも適切とは言えな
い。そこで本研究では，電力と同様に地域独
占が認められている一般ガス事業者が供給
する都市ガスのみを分析の対象とし，それら
を電力と同じ地域区分に集計するという手
法を用いた。そして，電力と同様に，ガス販
売量を指数化したものを従属変数とし，地域
内総生産や暖房度日などを説明変数とした
ガス需要関数の推定を行った。また，コイッ
ク・ラグ・モデルを採用し，短期と長期の価
格弾力性を導出した。ただし，ガス事業では，
電力における電灯料や電力料に相当するよ
うな家庭用と事業用(工業用・商業用)を区別
した収入に関する統計がなく，そこから平均
価格を導出することができないため家庭用
需要も含めた推定となっている。 
 
４．研究成果 
 地域別電力需要関数の推定結果から，表 1



のとおり，短期価格弾力性は 0.086(東京)～
0.297(四国)であり，長期は 0.120(関西)～
0.564(北海道)の範囲であることが示された。
さらに，地域的な傾向としては東京や関西，
中部といった比較的大都市圏では価格弾力
性が高い値が示された。これは，本研究にお
ける電力需要家の多くが工場などの大口需
要家であり，そうした大口需要家の保有する
自家発電設備との競合が原因と考えられる。
このことは，代替エネルギーとして採用した
石油製品価格の変数も有意に正となってい
ることとも整合的である。 
 この推定結果は，これまで先験的に仮定さ
れてきた需要の価格弾力性の値については，
日本全体を集計して考える場合には 0.1とい
う仮定であれば一定の妥当性はあるものの，
地域別の分析のためにはその妥当性に問題
があること，また 0.01 やゼロを価格弾力性
として用いるという仮定が妥当性をもつ可
能性は極めて低いことを示唆している。 
 
表 1 電力需要価格弾力性の推定結果 

 短期 長期 

北海道 0.295 0.564 

東北 0.262 0.489 

東京 0.086 0.156 

中部 0.148 0.233 

北陸 0.250 0.356 

関西 0.090 0.120 

中国 0.271 0.512 

四国 0.297 0.405 

九州 0.241 0.405 

 
 その他には，各地域の経済規模を表す地域
内総生産の係数は，0.286(中国)～0.458(関
西)の範囲ですべて有意に正であった。また，
気候条件については，すべて正ではあったも
のの，夏場の冷房需要を測るための冷房度日
は中国と四国が有意ではなく，冬場の暖房需
要を測るための暖房度日は，北海道，中部，
中国，四国が有意ではないという結果であっ
た。特に暖房度日については暖房用のエネル
ギーとしては，電力だけではなく灯油などを
利用する場合も多いためこのような結果と
なったと考えられる。そして，電力の小売り
自由化の影響については，概ね負という結果
であった。特に大口である 2000kW 以上の需
要家に対する自由化についてはすべての地
域で有意に負であり，小売り自由化により既
存の電力会社の販売量が減少したことが示
された。 
 一方，地域別ガス需要関数の推定結果から，

表 2のとおり，短期価格弾力性は 0.323(北海
道)～0.904(北陸)であり，長期価格弾力性は，
1.243(九州)～11.425(四国)の範囲であるこ
とが示された。全体的に，電力よりも弾性値
が高く，地域的な差異もより大きいという結
果が得られた。特に，東北・中部・四国の長
期価格弾力性が極めて高い値であるので，こ
れら 3地域は個別に特殊な要因があるかどう
かを検証する必要がある。 
 
表 2 ガス需要価格弾力性の推定結果 

 短期 長期 

北海道 0.323 2.138 

東北 0.533 7.868 

東京 0.369 1.613 

中部 0.423 6.943 

北陸 0.904 1.789 

関西 0.667 2.161 

中国 0.675 2.491 

四国 0.411 11.425 

九州 0.361 1.243 

 
 その他には，地域内総生産や気候条件とし
て暖房度日，代替エネルギーとして電力価格
と石油製品価格，ガス事業の自由化などの変
数を用いたが，すべての地域に対して有意と
なる結果は得られなかった。ただし，電力価
格については東京，中部，関西では有意に正
となっており，大都市圏においての電力とガ
スとの競合関係が示されており，交差価格弾
力性は，0.215(東京)，0.452(中部)，0.457(関
西)との結果が得られた。また，石油製品価
格については，中部以外では有意に正であっ
た。また，暖房度日については東北以外では
有意ではなく，電力と同様に暖房用途でのガ
ス需要は小さいことが考えられる。しかしな
がら，今回の推定結果については，家庭用と
事業用が区別できていないことに原因があ
る可能性も高く，今後も検討を続ける必要が
ある。 
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